
【家賃】【入居制度】【入居者資格】

① 同居親族要件
・ 原則として、同居している親族がある

（高齢者、障害者等は除く）

○ 入居者の家賃負担能力と
個々の住宅からの便益に
応じて補正する「応能応益
制度」に基づき、地方公共
団体が決定

○ 原則として、入居者を公募。

○ 特に居住の安定の確保が

必要な者について、地方公
共団体の判断により、入居
者選考において優先的に取
り扱うことが可能

（優先入居）

③ 住宅困窮要件
・ 現に住宅に困窮していることが明らか

② 入居収入基準
・ 原則として、月収15万8千円（収入分位25％）以下
（政令で規定）

・ ただし、高齢者等特に居住の安定を図る必要が
ある者（政令で規定）について、地方公共団体の
裁量により月収21万4千円（収入分位40％）
（政令で規定） まで基準を引上げ可能

○ 収入超過者

・ ３年以上入居し、入居収入
基準を超える収入のある者

→明渡努力義務が発生

○ 高額所得者

・ ５年以上入居し、最近２年間
月収31万3千円（収入分位
60％）を超える収入のある

者
→地方公共団体が明渡しを
請求することが可能

○ 収入超過者の家賃は、収
入超過度合いと収入超過
者となってからの期間に応
じ、遅くとも５年目の家賃か
ら近傍同種家賃（市場家賃
に近い家賃）が適用

○ 高額所得者の家賃は、直
ちに近傍同種家賃が適用

→廃止

→基準金額を条例委任
①参酌基準を政令で規定
②収入分位50％を上限（政令で規定）

→対象範囲を条例委任
→基準金額の上限引上げ
○収入分位50％を上限（政令で規定）

○原則として、以下の基準（省令で規定）に従って整備
・床面積19㎡以上・省エネ、バリアフリー対応であること
・給排水、電気、便所等の設備があること 等

→条例委任
※ただし、参酌基準を省令で規定

◇ 公営住宅は、憲法第25条（生存権の保障）の趣旨にのっとり、公営住宅法に基づき、国と地
方公共団体が協力して、住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で供給されるもの。

【整備基準】

○地方公共団体は、公営住宅を建設（又は民間住宅を買取り・借上げ）して管理

○国は、整備費等を助成：全体工事費の概ね45％（建設、買取り）又は共用部分工事費の2/3の概ね45％（借上げ）を助成

【供給】
○条例の制定施行

について

（施行日）

平成24年4月1日

平成25年3月31日

＜経過措置＞

整備基準及び入居
収入基準について
は、H25.3.31までの

期間内において、
条例が制定施行さ
れるまでの間は、

・整備基準は、国土
交通省令で定める
基準を条例とみな
す。

・入居収入基準は
従前の例によるこ
ととする。

※ は地域自主性
一括法による改正部分

公営住宅制度の概要（地域自主性一括法による改正後）



地域優良賃貸住宅制度について① H23再編内容反映版

支援スキーム

地方公共団体による住宅供給に対する支援制度地方公共団体による住宅供給に対する支援制度

○

 

低額所得者、高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅の確保に特に配

 

慮を要する者に対する賃貸住宅の供給を推進するため、地方公共団

 

体が負担する住宅の整備費用・家賃低廉化費用を支援。

戸数 ・新規建設：5戸以上

 

・改良／買取／転用：1戸以上

規模
①25㎡以上
②居間、食堂等を共同利用する場合：18㎡以上
③高齢者居住安定確保計画に別の基準を定めた場合：当該基準以上

構造
①耐火構造の住宅

 

②準耐火構造の住宅
③省令準耐火構造の住宅

 

④都道府県知事が認める構造の住宅

設備 台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室を有していること

築年数 原則として竣工後35年以内の建築物

整備地域 地域住宅計画に定める地域内であること

民間事業者 国
地方

公共団体【事業費】
・整備費用の一部
・家賃低廉化費用

事業費の概ね45%
（交付金）

国
地方

公共団体 事業費の概ね45%
（交付金）

整備＋管理

整備＋管理

国

地方

建設

1/6※

5/6

改良

事業者

55%

事業者
1/3

1/3

1/3

共同施設等 専用部分

45%

地

 

方

国

住宅全体

国

地方

建設・改良

55%

45%

住宅全体

民
間
供
給

公
共
供
給

※低層住宅の場合は1/9、サービス付き高齢者向け住宅の場合は1/5

民
間
供
給

公
共
供
給

整備基準

整備費助成 【社会資本整備総合交付金による支援】

※

 

この他に公社供給型がある。



地域優良賃貸住宅制度について② H23再編内容反映版

管理基準

同居親族要件 なし

収入基準 収入分位80％以下（所得が487,000円以下）

世帯要件
①高齢者世帯

 

②障害者等世帯

 

③子育て世帯

 

④地方公共団体が地域住宅計画に定める世帯

入居者選定方法 入居者の選定方法そのほか賃貸の条件が適正に定められるもの

管理期間 10年以上

国

入居者

地方

認定家賃

入居者家賃

※近傍同種家賃程度

入居者の負担分

地方公共団体による

 

家賃の低廉化

対象世帯
（属性と収入基準）

※

 

入居者資格とは要件が異

 

なることに注意が必要

①

 

高齢者世帯

 

②

 

障害者等世帯
③

 

同居者に小学校修了前の者がいる世帯
④

 

災害被災者世帯
⑤

 

不良住宅の撤去等により住宅を失った世帯
⑥

 

公営住宅の入居収入基準の見直しに伴って

 

収入超過者となった世帯

所得が21万４千円を超

 

えない（収入分位40%）

⑦

 

低額所得者
所得が15万８千円を超

 

えない（収入分位25%）

認定家賃(A) 近傍同種家賃と均衡を失しない額として、供給計画に規定している家賃

入居者家賃(B) 地方公共団体が行う家賃低廉化事業によって引き下げられた実際の家賃

助成
対象額 地方公共団体が行う家賃低廉化事業の額（Ａ－Ｂ）【限度額：４万円／月】

国の助成額 対象額の概ね45％等

助成

 

期間

戸当たり 管理開始から20年以内（上記の①・②の世帯は、40年以内）

世帯当たり 上記の③～⑥の世帯は、６年以内で地方公共団体が定める期間以内

(ⅰ)

 

転用型以外の場合

⇒公的賃貸住宅家賃低廉化事業
（社会資本整備総合交付金）
国の負担

 

概ね45％
地公体の負担

 

概ね55％

(ⅱ)

 

転用型の場合

⇒公的賃貸住宅家賃対策補助事業
（調整補助金）
国の負担

 

50％
地公体の負担

 

50％

家賃低廉化助成



サービス付き高齢者向け住宅の登録制度の概要

【登録基準】 （※有料老人ホームも登録可）
《ハード》 ・床面積は原則25㎡以上 ・構造・設備が一定の基準を満たすこと

・バリアフリー（廊下幅、段差解消、手すり設置）
《サービス》 ・サービスを提供すること （少なくとも安否確認・生活相談サービスを提供）

［サービスの例：食事の提供、清掃・洗濯等の家事援助 等］
《契約内容》 ・長期入院を理由に事業者から一方的に解約できないこととしているなど、

居住の安定が図られた契約であること
・敷金、家賃、サービス対価以外の金銭を徴収しないこと
・前払金に関して入居者保護が図られていること（初期償却の制限、工事完了前の

受領禁止、保全措置・返還ルールの明示の義務付け）

【登録事業者の義務】
・契約締結前に、サービス内容や費用について書面を交付して説明すること
・登録事項の情報開示
・誤解を招くような広告の禁止
・契約に従ってサービスを提供すること

【行政による指導監督】
・報告徴収、事務所や登録住宅への立入検査
・業務に関する是正指示
・指示違反、登録基準不適合の場合
の登録取消し

サービス付き高齢者向け住宅

住み慣れた環境で必要なサービスを
受けながら暮らし続ける

24時間対応の
訪問看護・介護

「定期巡回随時対応サービス」
→介護保険法改正により

創設予定

診療所、訪問看護ステーション、
ヘルパーステーション、
デイサービスセンター
定期巡回随時対応サービス（新設）0



サービス付き高齢者向け住宅の登録事項

※登録は建物毎に行う。５年毎の更新制。

○商号、名称または氏名 ○住所 ○事務所の名称 / 所在地
○役員の氏名（法人の場合） ○法定代理人の氏名 / 住所（未成年である場合）

○高齢者生活支援サービスの内容 / 提供形態（自ら提供 / 委託） ○（委託の場合は）受託者の氏名・名称 / 住所
→安否確認、生活相談、食事提供、介護、家事、健康管理

○常駐してサービスを提供する者の資格 / 提供方法 ○緊急通報サービスの内容
○事業所の名称 / 住所 / 連携・協力内容（登録事業者と異なる者が医療・介護等のサービスを連携・協力して提供する場合）

○医療・介護等のサービス施設の名称 / サービスの内容（施設が合築、併設されている場合）

○入居者と締結する契約の約款 ○登録住宅の図面 ○登録事業者の資格を有する旨の誓約書

○委託契約書等受託を証明する書類（サービスを委託により提供する場合）

登録事業者について

登録住宅について

受領する金銭について

その他

添付資料

○敷金、家賃（共益費含む）・サービスの対価（以下、「家賃等」という。）の概算額 ○家賃等の前払金の有無

－家賃等の全部または一部の前払金を一括して受領する場合－

○家賃等の前払金の概算額 ○返還債務を負う場合の保全措置の内容

○住宅の名称 ○所在地 ○敷地面積 ○戸数 ○居住面積 ○構造及び設備
○バリアフリー構造 ○敷地/住宅の権原 ○修繕計画の策定状況（維持管理の方法）

サービスの内容について

○契約形態（賃貸借/利用権） ○特定施設入居者介護事業者の指定の有無 ○入居者資格

○入居開始時期（入居開始前に登録申請を行う場合）

1



サービス付き高齢者向け住宅の登録基準

入
居
者

①単身高齢者世帯 ○「高齢者」・・・60歳以上の者または要介護・要支援認定を受けている者

②高齢者＋同居者 （配偶者 / 60歳以上の親族 / 要介護・要支援認定を受けている親族 / 特別な理由により同居させる必要があると知事が認める者）

規
模
・
設
備
等

○各居住部分の床面積は、原則25㎡以上。※

（ただし、居間、食堂、台所その他の住宅の部分が高齢者が共同して利用するため十分な面積を有する場合は18㎡以上。）

○各居住部分に、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室を備えたものであること。※

（ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所、収納設備または浴室を備えることにより、各戸に備える場合と同等以上の居住環境
が確保される場合は、各戸に台所、収納設備または浴室を備えずとも可。）

○バリアフリー構造であること。（段差のない床、手すりの設置、廊下幅の確保）※

サ
ー
ビ
ス

○少なくとも状況把握（安否確認）サービス、生活相談サービスを提供
・社会福祉法人、医療法人、指定居宅サービス事業所等の職員または医師、看護師、介護福祉士、社会福祉
士、介護支援専門員、ヘルパー２級以上の資格を有する者が少なくとも日中常駐し、サービスを提供する。※

・常駐しない時間帯は、緊急通報システムにより対応。※

契
約
関
連

○書面による契約であること。
○居住部分が明示された契約であること。
○権利金その他の金銭を受領しない契約であること。（敷金、家賃・サービス費および家賃・サービス費の前払
金のみ徴収可。）
○入居者が入院したことまたは入居者の心身の状況が変化したことを理由として※、入居者の同意を得ずに居
住部分の変更や契約解除を行わないこと。
○サービス付き高齢者向け住宅の工事完了前に、敷金及び家賃等の前払金を受領しないものであること。

・家賃等の前払金の算定の基礎、返還債務の金額の算定方法が明示されていること。
・入居後３月※以内に、契約を解除、または入居者が死亡したことにより契約が終了した場合、（契約
解除までの日数×日割計算した家賃等）※を除き、家賃等の前払金を返還すること。
・返還債務を負うこととなる場合に備えて、家賃等の前払金に対し、必要な保全措置※が講じられて
いること。

○基本方針及び高齢者居住安定確保計画に照らして適切なものであること。※

※都道府県知事が策定する高齢者居住安定確保計画において別途基準を設けることができる。

家
賃
等
の
前
払
金

を
受
領
す
る
場
合

2



サービス付き高齢者向け住宅において提供されるサービスの内容

居 住

高 齢 者 生 活 支 援 サ ー ビ ス

医 療 サ ー ビ ス

介 護 サ ー ビ ス介 護 サ ー ビ ス

＋

上 記 以 外 の サ ー ビ ス上 記 以 外 の サ ー ビ ス

安否確認 / 生活相談安否確認 / 生活相談 食事提供食事提供 清掃、洗濯等清掃、洗濯等

3



＜補助率＞
サービス付き高齢者向け住宅 ：
新築 1/10（上限 100万円／戸）
改修 1/3 （上限 100万円／戸）

高齢者生活支援施設 ：
新築 1/10（上限1,000万円／施設）
改修 1/3 （上限1,000万円／施設）

※高齢者生活支援施設を合築・併設する場合は、新築・改修費
にも補助

※高齢者生活支援施設の例 ： デイサービス、訪問介護事業、
居宅介護支援事業所、診療所、訪問看護事業所、
食事サービス施設、生活相談サービス施設等

予算による支援措置の概要

＜主な要件＞
▶：サービス付き高齢者向け住宅の登録基準 ▷：補助事業上の要件

○ 住宅（ハード）に関する要件

▶ 原則25㎡以上

※共同利用の居間、食堂、台所等が十分な面積を有する場合は18
㎡以上

▶ 原則、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、

浴室の設置

※共用部分に共同して利用するため適切な台所、収納設備または

浴室を備えることにより、各戸に備える場合と同等以上の居住環境
が確保される場合は、各戸に台所、収納設備または浴室を備えずと
も可

▶ 原則3点以上のバリアフリー化

※手すりの設置、段差の解消、廊下幅の確保

○ サービスの要件

▶ 少なくとも状況把握（安否確認）サービス、生活相談

サービスを提供

※社会福祉法人、医療法人、指定居宅サービス事業所等の職員ま

たは医師、看護師、介護福祉士、介護支援専門員、ヘルパー２級以
上の資格を有する者が少なくとも日中常駐し、サービスを提供

※常駐しない時間帯は、緊急時通報システムにより対応

○ その他

▶ 賃貸借方式又はこれを準じた契約とすること

※入居者が入院したことまたは入居者の心身の状況が変化し

たことを理由に、入居者の同意を得ずに居住部分の変更や
契約解除を行わないこと

▶ 前払家賃等を受領する場合の返還ルール及び保全

措置の実施

▷ 近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないこと

▷ 家賃等の徴収方法が前払い方式のみに限定されて

いないこと

▷ サービス付き高齢者向け住宅として10年以上登録する

こと 等

改正高齢者住まい法に基づき「サービス付き高齢者向け住宅」として登録される住宅の整備を支援。
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税制による支援措置の概要
サービス付き高齢者向け住宅について、H25.3.31まで以下の特例を適用

※賃貸借契約によるものに限る

所得税・法人税 ５年間 割増償却 ４０％（耐用年数３５年未満２８％）
床面積要件： ２５㎡／戸（専用部分のみ）
戸数要件： １０戸以上

床面積要件： ３０㎡／戸（共用部分含む） 戸数要件： ５戸以上
補助受給要件：国又は地方公共団体からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補
助を受けていること

固定資産税 ５年間 税額を２／３軽減

不動産取得税 家屋 課税標準から１２００万円控除／戸
土地 家屋の床面積の２倍にあたる土地面積相当分の価額等を減額

床面積要件： ３０㎡／戸（共用部分含む） 戸数要件： ５戸以上
補助受給要件：国又は地方公共団体からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補
助を受けていること

特例なし 特例あり 本措置による減税額

固定資産税（年間） ２２７万円 ７６万円 １５１万円

不動産取得税（家屋） ４８６万円 ０万円 ４８６万円

不動産取得税（土地） ９０万円 ０万円 ９０万円

合計（初年度） ８０３万円 ７６万円 ７２７万円

合計（５年間） １６４７万円 ３５７万円 １２９０万円

【固定資産税・不動産取得税の減税例】

《モデルケース》
・戸数 ３０戸（戸当たり３０㎡）
・敷地面積：８００㎡
・戸当たり建設費：９００万円
・土地取得額：１億円 5
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